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（凡例） 
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前回（23 年 7－9 月期） 

東日本大震災の影響等により厳しい状況に 

あるものの、緩やかな持ち直しの動きがみられる。 

 

(今回のポイント) 

個人消費は、緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

住宅建設は、均してみると前年を下回っている。 

設備投資（23年度）は、減少見込みとなっている。 

公共事業は、前年を大幅に上回っている。 

製造業の生産活動は、緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

企業収益（23年度）は、減益見込みとなっている。 

企業の景況感は、全産業で「下降」超幅が縮小している。 

雇用情勢は、厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

 

 

今回(23 年 10－12 月期) 

     厳しい状況にあるものの、 

    緩やかな持ち直しの動きがみられる。 

 

(各 論) 

□個人消費・・・・・緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

大型小売店販売額をみると、前年を上回っている。 

乗用車の新車登録届出台数は、前年を上回っている。 

家計消費支出（水戸市）は、均してみると前年を下回っている。 

 

□住宅建設・・・・・均してみると前年を下回っている。 

新設住宅着工戸数をみると、足下では前年を上回っているものの、均してみると前年を下回ってい

る。 

 

□設備投資・・・・・23 年度は減少見込みとなっている。 

法人企業景気予測調査（23 年 10～12 月期調査・11 月 15 日調査時点）で23 年度の設備投資計画

額をみると、全産業では前年比▲9.2％の減少見込みとなっている。 

 



□公共事業・・・・・前年を大幅に上回っている。 

公共工事請負金額は、前年を大幅に上回っている。 

 

□生産活動・・・・・緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

生産指数を業種別にみると、一般機械、電気機械、電子部品・デバイスを中心に増加しており、全体

としては緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

 

□企業収益・・・・・23 年度は減益見込みとなっている。 

法人企業景気予測調査（23 年 10～12 月期調査・11 月 15 日調査時点）で23 年度の経常損益（除

く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）をみると、全産業では前年比▲2.1％の減益見込

みとなっている。 

 

□企業の景況感・・・・・全産業で「下降」超幅が縮小している。 

法人企業景気予測調査（23 年 10～12 月期調査・11 月 15 日調査時点）の景況判断ＢＳＩ（現状判断）

をみると、全産業で「下降」超幅が縮小している。 

 

□雇用情勢・・・・・厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きが続いて

いる。 

有効求人倍率は低水準で推移しているものの、緩やかな改善の動きが続いている。また、新規求人

数は足下では減少しているものの、均してみると増加している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ヒアリング結果） 

○個人消費 

・ おせち料理やクリスマスケーキについては、「絆」ブームの影響により、例年以上によく売れており、特に高価格帯のものに動きがみら

れている。（百貨店・スーパー） 

・ 海外高級ブランド品は引き続き好調を維持しており、ブライダル関連も好調である。（百貨店・スーパー） 

・ 12 月以降については、エコカー減税の延長や、エコカー補助の再開がプラス材料となり前年並みからやや増加で推移する見込み。 

○住宅建設 

・ 震災による住宅の建て替え・リフォーム需要の先食いや各種住宅優遇措置の効果等により、24 年度までの販売は横ばいか、やや増加

基調で推移すると思われる。但し、景況の悪化に伴う消費者の所得減少などによる消費マインドの落込みといった懸念材料もあり、先行

き不透明感も強い。（住宅販売） 

○生産 

・ 海外経済の先行き不透明感が強いことから、設備投資は抑え気味となっており、企業マインドの低下が懸念される。（化学） 

・ リーマンショック以降、海外需要は減少傾向にあるが、欧州債務問題に伴う極端な需要の落込みは現状見られない。（一般機械） 

・ 冷蔵庫、エアコン等の家電エコポイントは一段落したものの、節電需要によって省エネ製品への買い替え傾向は続いており、12 月の最

需要期まで生産の増加傾向は継続している。（電気機械） 

・ タイの洪水被害の影響により、現地日系企業への輸出が生産の停止・減産等に伴い落ち込んでいる。（鉄鋼） 

・ タイの洪水被害により、現地の子会社が操業を停止したことから、現地から従業員を受け入れ代替生産を行った。（電子部品・ﾃﾞﾊﾞｲｽ） 

○雇用 

・ 依然として厳しい状況は続くと思われるものの、12 月以降も復興需要及び各種政策効果等により、低水準ながらも引き続き緩やかな回

復が見込まれる。（調査機関） 

（自動車販売） 



茨城県内経済情勢報告の判断比較 
 

個別項目 
前回調査 

（平成 23 年 7‐9 月期） 

今回調査 

（平成 23 年 10‐12 月期） 

 

天気マーク 

 （くもり一部晴れ） （くもり一部晴れ） 
総括判断 

東日本大震災の影響等により厳し

い状況にあるものの、緩やかな持

ち直しの動きがみられる。 

厳しい状況にあるものの、緩やか

な持ち直しの動きがみられる。 

個人消費 

東日本大震災の影響が残るな

か、緩やかな持ち直しの動きがみ

られる。 

緩やかな持ち直しの動きが続いて

いる。 

住宅建設 
均してみると前年並みとなってい

る。 

均してみると前年を下回ってい

る。 

設備投資 
23 年度は減少見通しとなってい

る。 

23 年度は減少見込みとなってい

る。 

公共事業 前年を下回っている。 前年を大幅に上回っている。 

生産活動 

東日本大震災の影響が残るな

か、緩やかな持ち直しの動きが続

いている。 

緩やかな持ち直しの動きが続いて

いる。 

企業収益 
23 年度は減益見通しとなってい

る。 

23 年度は減益見込みとなってい

る。 

景況感 
全産業で「下降」超幅が縮小して

いる。 

全産業で「下降」超幅が縮小して

いる。 

雇用情勢 
厳しい状況にあるものの、緩やか

な持ち直しの動きが続いている。 

厳しい状況にあるものの、緩やか

な持ち直しの動きが続いている。 

 



 

 

 

 

 

 

 

（資 料 編） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※掲載した経済指標等には速報値を含む。 



１．個人消費

「グラフ１」

（注）大型小売店販売額は全店ベース、前年比は店舗調整後の数値。

「グラフ２」

（注１）乗用車新車登録届出台数は、普通乗用車・小型乗用車・軽乗用車の合計で平成16年よりシャシーベースからナンバーベースに変更。

(資料：日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会、茨城県自動車販売店協会、関東経済産業局）

「グラフ３」

緩やかな持ち直しの動きが続いている。

（資料：総務省）

（資料：経済産業省）

水戸市　家計消費支出（支出額、前年比）
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-20.0
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0.0

10.0

20.0

（四半期）

（％）

0

100

200

300

400

500

（月）

（千円）

水戸市 324,255 327,998 247,237 248,842 303,603 276,413 301,385 281,312 271,921 275,403 284,240 333,483

水戸市 -0.4 -15.6 -6.0 -11.4 -12.2 -0.9 -16.9 -28.5 -5.1 0.3 -11.8 -13.4 -11.6 -8.9 -14.1 4.3 

全国 -1.3 -3.4 -2.6 -1.6 -3.2 -0.9 -0.1 -8.4 -2.5 -1.6 -3.9 -1.8 -3.9 -1.9 -0.6 -3.8 

22/
10-12

23/
1-3 4-6 7-9

22/
12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

茨城県　乗用車新車新規登録届出台数（台数、前年比）

-60.0

-40.0

-20.0

0.0

20.0
(月）

（台数）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

(四半期)

(％)

普通 2,246 2,828 2,522 952 1,360 2,464 2,431 2,185 3,274 2,712 3,079 2,630 

小型 2,894 3,358 3,626 1,398 1,912 2,750 2,765 2,231 3,670 3,039 2,854 2,278 

軽 2,675 3,308 3,214 1,318 1,570 2,208 2,573 2,108 3,227 2,894 2,582 2,558

茨城県 -26.1 -39.3 -20.7 23.4 -21.3 -14.4 -37.8 -52.7 -42.6 -26.3 -27.8 -34.2 0.0 28.1 23.8 17.9 

全国 -25.5 -33.6 -17.9 24.5 -18.8 -13.5 -37.3 -48.6 -33.3 -21.8 -25.7 -26.0 -2.2 27.5 25.1 20.8 

23/
1-3 4-6 7-9 10-12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

茨城県　大型小売店販売額（販売額、前年比）

-20.0

-15.0

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

（四半期）

（％）

0

100

200

300（月）

（億円）

茨城県 305 267 226 213 251 256 257 274 253 233 251 250

茨城県 0.0 -4.8 1.0 1.5 -1.3 0.1 1.5 -15.6 -0.4 1.8 1.7 4.6 0.2 -0.4 2.2 0.5 

全国 -0.5 -2.6 -1.6 -1.7 -1.7 -0.7 0.5 -7.5 -1.9 -2.5 -0.5 0.8 -2.6 -3.6 -1.4 -2.5 

22/
10-12

23/
1-3 4-6 7-9

22/
12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

- 1 -



２．住宅建設

「グラフ４」

「グラフ５」

３．設備投資

「グラフ６」

（資料：法人企業景気予測調査 23年10～12月期調査・11月15日調査時点・対象企業数210社、回答企業数182社、回収率86.7％）

    「グラフ７」

（資料：国土交通省）

均してみると前年を下回っている。

23年度は減少見込みとなっている。

（資料：国土交通省）

茨城県　新設住宅着工戸数（戸数、前年比）

-40.0

-20.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

（戸数）
（％）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（四半期） （月）

茨城県 1,888 1,909 1,422 1,054 1,231 1,523 1,654 2,291 1,870 1,234 1,569 1,829

茨城県 10.9 2.4 -4.0 -3.5 16.3 21.0 -4.8 -12.9 -12.5 18.0 -12.7 49.5 -22.2 -25.5 -7.2 1.1 

全国 6.9 3.2 4.1 7.9 7.5 2.7 10.1 -2.4 0.3 6.4 5.8 21.2 14.0 -10.8 -5.8 -0.3 

22/
10-12

23/
1-3 4-6 7-9

22/
12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

23年度茨城県内企業の設備投資計画額（前年比）

22.8

-9.2

-35.3

13.1

-34.0

76.1

-15.2

-35.7

9.4

-80.0

-40.0

0.0

40.0

80.0

上期　　　　　　 　　　下期　　 　　　　　  　通期

（％）

全産業 製造業 非製造業

茨城県内企業の設備判断ＢＳＩ（％ポイント）
［前期比「不足」－「過大」社数構成比］

-10.0

-5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

過大

不足

全産業 0.7 6.4 0.6 0.6 

製造業 -3.6 5.4 -7.1 -5.4 

非製造業 3.2 6.9 5.0 4.0 

23年9月末
前回調査

23年12月末
現状判断

24年3月末
見 通 し

24年6月末
見 通 し

茨城県　利用関係別新設住宅着工戸数（戸数、前年比）

-100.0

-50.0

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

（戸数）（％）

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（四半期） （月）

分譲 143 214 89 121 206 95 226 156 144 100 125 258

貸家 731 670 487 242 321 566 568 881 556 266 443 576

持家 981 1,024 844 688 702 862 858 1,232 1,160 866 993 935

分譲 -4.0 -8.0 21.4 -47.2 -16.9 48.6 -46.1 -20.4 67.5 -26.4 24.2 -23.2 -62.1 -42.5 -20.9 72.0 

貸家 0.3 -10.2 -9.2 -10.7 20.0 13.8 -11.1 -42.5 -25.9 34.4 -24.2 86.3 -39.6 -48.1 -10.9 -30.4 

持家 21.1 13.8 0.7 13.8 16.9 21.2 9.0 9.6 -7.0 24.6 -10.3 43.9 9.1 -8.2 -2.1 12.7 

22/
10-12

23/
1-3 4-6 7-9

22/
12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

- 2 -



４．公共事業

「グラフ８」

（注）前払金保証取扱高及び年度ベース。 （資料：北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株））

５．生産活動

「グラフ９」

（資料：茨城県）

「グラフ１０」

（資料：茨城県）

緩やかな持ち直しの動きが続いている。

前年を大幅に上回っている。

（資料：経済産業省、茨城県）

茨城県　鉱工業生産指数（季節調整値、前月比）

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0
（指数） 平成17年＝100

-45.0

-30.0

-15.0

0.0

15.0

30.0

45.0

茨城県 88.6 93.4 99.1 61.0 65.4 85.5 93.9 89.1 89.3 87.2 93.3

全国 96.2 96.2 97.9 82.7 84.0 89.2 92.6 93.0 93.6 90.5 92.5 90.0

茨城県 -0.1 -5.9 -3.4 8.5 -2.3 5.4 6.1 -38.4 7.2 30.7 9.8 -5.1 0.2 -2.4 7.0 

全国 -0.1 -2.0 -4.0 4.3 2.4 0.0 1.8 -15.5 1.6 6.2 3.8 0.4 0.6 -3.3 2.2 -2.7 

22/
10-12

23/
1-3 4-6 7-9

22/
12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

（四半期）   （月）

（前月比％）

茨城県　業種別鉱工業生産指数（季節調整値）

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

140.0

（指数） 平成17年＝100

化 学 103.9 84.6 64.5 92.2 107.2 102.1 98.1 104.1 51.5 28.8 63.5 101.1 101.3 95.7 79.6 91.9

一般機械 84.5 82.9 86.7 91.2 88.5 85.5 88.0 100.3 60.5 65.9 97.8 96.3 89.4 92.9 91.3 95.5

電気機械 105.7 101.0 118.4 100.4 104.9 108.0 104.3 115.7 82.9 118.5 115.3 121.5 95.7 100.2 105.2 107.5

鉄 鋼 83.1 85.9 75.8 90.6 83.5 72.0 98.3 110.2 49.1 40.1 93.2 94.2 91.8 93.8 86.3 90.4

電子部品・デバイス 51.9 50.4 37.1 41.0 49.6 55.9 56.7 55.0 39.4 36.8 36.2 38.4 42.2 39.7 41.1 44.8

総 合 89.8 84.5 81.6 88.5 90.7 88.6 93.4 99.1 61.0 65.4 85.5 93.9 89.1 89.3 87.2 93.3

22/
10-12

23/
1-3 4-6 7-9

22/
11 12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

 (四半期）

茨城県　公共工事請負金額(前年比）

-150.0

-50.0

50.0

150.0

250.0

350.0

450.0

（％）

国 -12.0 11.6 71.7 358.9 148.0 -19.7 -26.6 -24.4 34.8 42.8 237.0 3.5 49.1 343.6 435.1 302.3 

独立行政法人等 -50.7 -66.4 -73.0 62.1 14.1 -96.9 -37.8 -73.6 -94.8 -29.9 -90.4 -79.6 -10.9 186.0 55.0 20.2 

県 47.6 12.9 -6.9 52.4 -31.0 197.8 58.2 15.0 -19.8 33.5 -29.9 14.8 -7.6 45.2 59.8 55.0 

市町村 14.2 -15.4 -8.7 24.4 -3.5 -13.2 73.3 -32.5 -26.2 -5.6 2.1 -1.3 -18.3 16.1 31.8 26.0 

合計 -3.5 2.0 -12.2 63.1 4.6 -9.9 -3.4 24.5 -23.2 -0.1 -4.2 -23.5 -6.6 79.1 67.2 39.7 

23/
1-3 4-6 7-9 10-12

23/
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

 (月） (四半期）

  （月）
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６．企業収益

「グラフ１１」

７．景況感

「グラフ１３」

23年度は減益見込みとなっている。

全産業で「下降」超幅が縮小している。

（資料：法人企業景気予測調査 23年10～12月期調査・11月15日調査時点・対象企業数210社、回答企業数182社、回収率86.7％）

    「グラフ１２」

（資料：法人企業景気予測調査 23年10～12月期調査・11月15日調査時点・対象企業数210社、回答企業数182社、回収率86.7％）

茨城県内企業の景況判断ＢＳＩ（％ポイント）
［前期比「上昇」－「下降」社数構成比］

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

20.0

30.0
上昇

下降

全産業 -6.9 -3.8 -3.8 -7.1 

大企業 19.6 10.9 17.4 -2.2 

中堅企業 -17.5 2.4 0.0 -2.4 

中小企業 -15.9 -13.7 -15.8 -11.6 

23年7～9月
前  回  調  査

23年10～12月
現　状　判　断

24年1～3月
見　　通　　し

24年4～6月
見　　通　　し

23年度茨城県内企業の経常損益（前年比）

12.5

-2.1

-15.4

-2.9

-14.1

-24.8

10.3

-6.2
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23年度茨城県内企業の売上高（前年比）
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８．雇用情勢

「グラフ１４」

（注）学卒を除きパートタイムを含む季節調整値。　　

９．企業倒産
「グラフ１５」

（注）件数は負債総額1千万円以上。

厳しい状況にあるものの、緩やかな持ち直しの動きが続いている。

（資料：厚生労働省、茨城労働局）

（資料：東京商工リサーチ）

茨城県　企業倒産件数
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茨城県　有効求人倍率及び新規求人数
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新規求人数 11,859 12,076 13,073 10,520 12,180 13,683 12,649 13,223 13,593 12,796 14,851 14,016

茨城県 0.54 0.60 0.61 0.67 0.55 0.59 0.61 0.61 0.61 0.61 0.62 0.65 0.67 0.68 0.70 0.72

全国 0.57 0.62 0.62 0.66 0.58 0.61 0.62 0.63 0.61 0.61 0.63 0.64 0.66 0.67 0.67 0.69
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